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2026 年１月 23 日 
各 位 

 

会 社 名 D A I K O  X T E C H 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 CEO 松山  晃一郎 

 （コード番号：8023 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 取締役上席執行役員コーポレート本部長CFO 間渕  剛志 

 （ T E L ： 0 3 - 3 2 6 6 - 8 1 1 1 ） 

 

 

連結子会社間の合併及び存続会社の商号変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である大興ビジネス株式会社（以下、「DB

社」といいます。）を存続会社、大興テクノサービス株式会社（以下、「DT 社」といいます。）を消滅

会社とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を実施すること、及び存続会社の商号を「DAIKO 

NEXT LINK 株式会社」に変更することを決議いたしましたので、以下のとおり、お知らせいたしま

す。  

なお、本合併は当社が 100％出資する連結子会社間で行う吸収合併のため、開示事項及び内容を一

部省略しております。 

 

記 

 

１． 本合併（組織体制）及び商号変更の目的 

当社グループは、中期経営計画「CANVAS TWO」において、コアビジネスの高付加価値化に取

り組んでおります。DB 社は SES ビジネス及び人材派遣ビジネス、DT 社はオンサイトによる保守

サポートビジネス及びコールセンター事業を主な事業としております。 

本合併とともに商号を変更し、両社の強みを生かして人的リソースを共用することで、当社グル

ープのコアビジネスの一要素となるお客さま向けのシステム運用サポートやそれに伴う業務サポ

ートビジネス強化を目指してまいります。 

 

２． 本合併（新組織体制）の要旨 

（１） 本合併効力発生日：2026 年４月１日（予定） 

（２） 本合併の方式 

吸収合併存続会社：大興ビジネス株式会社 

吸収合併消滅会社：大興テクノサービス株式会社 

（３） 本合併に係る割当の内容 

本合併は、当社の完全子会社である DB 社が、当社の完全子会社である DT 社を吸収合併

するもので、本合併による株式、金銭その他の財産の交付は行いません。 

（４） 本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３． 本合併当事会社の概要（2026 年 1 月 23 日現在） 

  存続会社 消滅会社 

（１） 商 号 大興ビジネス株式会社 大興テクノサービス株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都新宿区揚場町２番１号 東京都新宿区揚場町２番１号 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 菅原 敬治  代表取締役社長 落合 由則 

（４） 事 業 内 容 SES、人材派遣、ヘルプデスク 保守サポート、ヘルプデスク 

（５） 従 業 員 数 143 名 82 名 

（６） 資 本 金 の 額 20 百万円 20 百万円 

（７） 設 立 年 月 1990 年 11 月 1976 年 11 月 

（８） 発 行 済 株 式 数 400 株 9,000 株 

（９） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（10） 大株主及び持株比率 DAIKO XTECH 株式会社 100％ DAIKO XTECH 株式会社 100％ 

（11） 直前事業年度の財政状態及び経営成績（2025 年３月期） 

 純 資 産 205 百万円 215 百万円 

 総 資 産 407 百万円 558 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 513,599 円 25 銭 23,978 円 48 銭 

 売 上 高 1,547 百万円 1,182 百万円 

 営 業 利 益 52 百万円 57 百万円 

 経 常 利 益 52 百万円 57 百万円 

 親会社株主に帰属する当期純利益 34 百万円 36 百万円 

 １株当たり当期純利益 85,131 円 95 銭 4,086 円 95 銭 

 

４． 合併後の状況（予定） 

（１） 商 号 DAIKO NEXT LINK 株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都新宿区揚場町２番１号 

（３） 代 表 者 代表取締役社長 菅原 敬治 

（４） 事 業 内 容 システム運用、業務サポートビジネス 

（５） 資 本 金 の 額 20 百万円 

（６） 発 行 済 株 式 数 400 株 

（７） 決 算 期 ３月 31 日 

（８） 大株主及び持株比率 DAIKO XTECH 株式会社 100％ 

 

５． 今後の見通し 

本合併は、当社の連結子会社間の合併であるため、当社の業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 

 


